
一般財団法人 砂防フロンティア整備推進機構 

 

Ⅰ 法人の概要（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

1 所 在 地    東京都千代田区平河町二丁目 7 番 4 号 砂防会館別館 6Ｆ 

2 設 立 年 月 日    平成 3 年 10 月 18 日 

3 代 表 者    理事長  今井 一之 

4 基 本 財 産    400,000 千円 

5 北九州市の出捐金    500 千円（出捐の割合 0.125％） 

6 役 職 員 数 

 
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員  8 人 0 人 0 人  8 人 

 
常 勤  2 人 0 人 0 人  2 人 

非常勤  6 人 0 人 0 人  6 人 

職 員 46 人 0 人 0 人 46 人 

 

 

Ⅱ 令和５年度事業実績 

令和 5 年度は、公益目的支出計画に基づく公益目的事業（継続事業）を着実に実施するとともに、収益

事業として定款に基づく調査・研究事業（受託）にも積極的に取り組んだ。 

 公益目的事業としては、先導的な調査･研究テーマに関する自主研究並びに民間との共同研究を積極的に

実施し、土砂災害警戒区域や砂防指定地などの砂防関連情報の整理・活用等に取り組むとともに、調査研

究結果の情報提供の機会として WEB 研究報告会を開催した。 

また、「木村基金」による助成事業や（一財）日本宝くじ協会の助成を活用して「土砂災害警戒区域等を

明示した現地表示看板」の整備を進める他、砂防関連行事への協力･支援等を幅広く実施した。 

収益事業としては、定款に基づく調査･研究テーマに関する業務について積極的に取り組んだ。 

土砂災害防止対策基本指針の令和 2 年 8 月変更を踏まえ、土砂災害警戒区域等の指定促進及び土砂災害

警戒区域の抽出精度向上に関する調査・研究を引き続き促進した。 

また、危機管理に関する調査・研究は、土砂災害防止法と災害対策基本法の内容に加え近年頻発する大

規模土砂災害を踏まえ、地域の防災力向上につながる取り組みを進めるとともに、深層崩壊による天然ダ

ム形成や同時多発的な土砂災害など、大規模土砂災害に対する中山間地の危機管理方策に関する検討を行

った。 

さらに、経済性を考慮した砂防設備等の長寿命化・機能向上を図るための効果的な維持管理・修繕・改

築手法、施設管理への三次元データや DX の活用、効率的な土砂や流木の処理方策及び歴史的・文化的価

値を有する砂防設備の保全・利活用手法に関する調査･研究に取り組んだ。 

一方、民間と共同開発した「土砂災害警戒区域等設定支援システム及び管理システム」などの技術を積

極的に活用し、「土砂災害警戒区域等の指定促進や管理業務」を支援するとともに、「地方自治体や国の機



関が保有する砂防関連情報のデータベース化」等の業務にも取り組んだ。 

 

令和 5 年度受託事業等内訳 

（単位：千円） 

委託者等別 件数 受託等金額 

国 土 交 通 省 36 577,649 

地方公共団体 28 195,000 

民    間  6 40,714 

合    計 70 813,363 

 

 

Ⅲ 令和５年度決算 

1 貸 借 対 照 表（総括表） 

 

 令和 6 年 3 月 31 日現在（単位：円） 

 



  



2 正味財産増減計算書 

自 令和 5 年 4 月 1 日 

至 令和 6 年 3 月 31 日（単位：円） 

 

 



 

Ⅳ 令和６年度事業計画 

1．公益目的支出計画事業 

（1）調査研究及び助成事業（継続事業 1） 

    ①調査研究 

     多様化かつ激甚化する土砂災害に適切に対応していくため、砂防指定地等の指定促進を図り、

砂防指定地等及びその周辺の保全整備と適切な管理に資するために、自主研究を行うとともに民

間と共同しながら先端的かつ先導的な調査研究及び技術開発を行う。また、砂防関連情報のバッ

クアップ等の保守管理に取り組む。 

    ②助成事業 

     砂防に関する調査、研究、研修等及び諸外国の砂防に関する調査、研究、研修等に対して、当

機構内に設立している「木村基金」から助成する。 

    ③協賛・支援 

     国土交通省や地方公共団体及び関係団体が主催する砂防関係行事等への講師の派遣や、砂防関

係行事等への協賛金等の助成を行う。 

    ・国土交通省、地方公共団体、大学及び関係団体が行う研修会等への役職員の講師派遣 

    ・「キャンプ砂防」等の砂防関係行事に対する協賛等 

    ・砂防ボランティア等に対する活動支援 

     ｱ）「砂防ボランティア全国連絡協議会」への支援・協力 

     ｲ）「砂防ボランティア基金」への支援・協力 

     ｳ）ＮＰＯ法人「ネパール治水砂防技術交流会」への支援・協力 

     ｴ）「砂防施工管理研究会」への支援・協力 

     ｵ)「砂防新技術フォーラム」への支援・協力 

（2）（一財）日本宝くじ協会からの助成による助成事業（継続事業 2） 

    土砂災害から国民を守り、国土の保全と安全で快適な国民生活の向上に寄与するため、（一財）日

本宝くじ協会の助成金を活用して土砂災害警戒区域等を明示した現地表示看板を市町村に整備する。 

 （3）技術的動向の情報発信（継続事業 3） 



    調査研究結果の情報提供のため、砂防維持管理や地域防災力等の内容を主体とした研究成果につ

いて、解説の Web 配信や各種学会発表等を実施する。 

 

2．調査・研究等受託事業（収益事業） 

（1）砂防指定地等及びその周辺の保全整備と管理に関する調査研究並びに情報提供、提言及び指導 

   ＜主な受託業務＞ 

① 砂防指定地等の管理のあり方に関する検討 

 ・衛星画像を利用した土地利用の変化抽出等に関する検討 

    ②砂防指定地等及びその周辺の管理に関する開発計画等の技術的指導 

    ③砂防えん堤等砂防施設の保全･管理に関する検討他 

     ｱ）歴史的砂防設備の保全・利活用等に関する検討 

     ｲ）経済性、流域の状況等を考慮した砂防設備等の効果的な維持管理・修繕・改築方策等に 

関する検討 

     ｳ）砂防設備の効率的な除石・除木方策に関する検討    

（2）砂防指定地等及びその周辺の危機管理体制の整備等に関する調査研究 

   ＜主な受託業務＞ 

    ①大規模土砂災害に対する危機管理のあり方に関する検討 

    ・危機管理計画を含んだ防災業務計画及びマニュアルの策定・見直し、「大規模土砂災害対策連絡

会」など関係機関との連携体制を構築するための組織の設置･運営等 

    ②大規模土砂災害を想定した中山間地の危機管理方策の検討 

    ・監視･観測体制及び関係機関間の情報共有・連携体制の構築に関する検討等 

    ③土砂災害防止のための地域防災力の向上方策に関する検討他 

    ・大規模土砂災害を想定した関係機関の効果的な連携方法等の防災実務演習 

    ・地区居住者によるハザードマップ作成等による地域防災力の向上支援に関する検討 

    ・土砂災害に係る警戒避難体制の強化に資する避難行動計画作成手法の検討等 

    ・土砂災害に関する地区防災計画作成の支援検討 

（3）砂防事業等に関連する地域の利用並びに活性化のための調査研究 

   ＜主な受託業務＞ 

    ①砂防設備等を活用した地域活性化に関する検討 

    ②土砂災害史料の整理とその利活用に関する検討  

（4）砂防指定地等及びその周辺の砂防事業に関わる情報の管理に関する調査研究 

   ＜主な受託業務＞ 

    ①砂防指定地等砂防関連情報の管理システムの構築等 

    ・砂防指定地台帳、砂防設備台帳、土砂災害危険箇所、基礎調査データ、LP データ、地形図等の

砂防管理関連情報のデータ作成ガイドラインの策定・改訂等 

    ・砂防管理関連情報の管理システムの構築等 

    ②土砂災害警戒区域等の Web 配信システムの運営他 

（5）砂防指定地等の指定・公示に関する調査研究 

    （「土砂災害防止法」に基づく土砂災害警戒区域等の設定に関する支援業務を実施する） 

   ＜主な受託業務＞ 

    ①土砂災害警戒区域等の設定に関する照査 



    ②基礎調査の技術マニュアルの策定、特定開発行為の許可に関する基準策定他 

（6）砂防指定地等の指定・公示に係る技術的支援等に関する事業 

   ＜主な受託業務＞ 

    ①土砂災害警戒区域等設定支援システムの開発及び提供・支援 

    ②三次元数値地図作成の技術指導及び照査 

② 基礎調査データの処理並びに管理システムへの登録支援他 

 

 

Ⅴ 令和６年度予算 

1 収 支 予 算 書 

自  令和 6 年 4 月 1 日 

至  令和 7 年 3 月 31 日（単位：千円） 



 

（注1） 借入金限度額 100,000,000 円 

（注2） 貸付金限度額  30,000,000 円 

（注3） 前年度予算額の一般正味財産期首残高及び指定正味財産期首残高は、令和 5 年 3 月 31 日の決算額に置き換え

計上している。 

 

 

  



Ⅵ 役 員 名 簿 

令和 6 年 6 月 28 日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

理 事 長 今 井 一 之  

理 事 阿  部  伸 一 郎 
セントラルホールディングス（株）代表取締役会

長兼社長 

〃 海 堀 正 博 広島大学特任教授 防災・減災研究センター長 

〃 笠 原 光 雄 砂防ボランティア岩手県協会顧問 

〃 菅 家 洋 一 会津土建（株）取締役会長 

〃 髙 橋 俊 一 三好内外国特許事務所参与 

監 事 朝 比 奈 志 浩 JB ハイウェイサービス(株)代表取締役社長 

（任期） 

理事については、選任後 2 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで 

  監事については、選任後 4 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで 

 


